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我々の日常における動作,特に,スポーツ運動における動作はそれぞれ目的をもっているため,

その目的に即応した最適動作の発揮が主要な課題である｡そして,この最適･合目的動作の顕在化

を,一般に, Skillと呼ぶ｡このようなSkillは,それぞれスポ-ツ運動で外面的運動形態を異にす

るが　Ski11の質的構成因子は,基本的に,時間･力･空間の三つで,スポーツ間に違いは認めら

れないOまさに,それぞれのスポ-ツ運動にみられる外面的運動形態(Skill)のPro員le　は,その

運動の目的に基づくこれら三因子の配列やRhythmの違いによるものと考えられる｡従って,あ

らゆる運動Ski　の発達が時間やカ･空間に対する適切な認知や反応の能力と密接な関連をもつと

いうことは容易に理解できる｡即ち, Timming (筋肉の時間的調整能) ;Grading (筋力の強さの

調整能)そして　Spacing (筋肉の空間的調整能)等が優れていることは　Skillの発達に大いに貢

献できる｡

さて,一般に,これらの能力を総合して調整力と呼ぶが,調整力に関する研究は,調整力があら

ゆる運動の基礎的課題として,また,人間の基本的なPhysicalSourceの指標として重要な意味を

もつにも拘らず極めて少なく,近年,ようやく制御工学系からのApproach^6)や目標波型に対す

るTracking作業能から調整力を究明1)5)8)9)10)したものが散見できるようになった｡しかし,調整

力が人間の成長過程でどのような発達を示すか,また,形態の発育といかなる関連を有すか,即ち,

調整力の発達に関する報告は我々が渉猟した範囲では殆んどみあたらない｡

ところで,過去4カ年にわたる調整力に関しての一連の研究の中で,調整力を究明するための

LaboratoryTestとして, Whole Body Reaction Timeの測定が最適であるという一定の見解を得

た｡このことは,浅見2)等も同様な見解を主張しているが,それは,調整力が基本的に,知覚一連
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動系の機能と深いかかわりを有し,そして, WholeBodyReactionTimeの測定が,まさに,この

cycleにおける適切な反応速度調整の検索を意図しているところにある｡

本報告は,調整力をWhole Body Reaction Timeから追求し,調整力が学童期(6才)から青

年期(19才)にかけてどのような発達を示すか,特に,神経一筋収縮系回路の調整(刺激一筋収縮

までの所要時間)や身体の移動に要する跳躍動作の調整(跳躍に要する時間)という二つの立場か

らApproach L,更に,反応方向の違いによる両者の特徴や,形態の発育と調整力の発達との関連

等について検討し,一定の結果が得られたので報告するものである｡

ⅠⅠ.研究の方法

(-).資料蒐集の方法

く1>.実験の方法

竹井式全身反応測定器を利用して,前方に対する7回の単純反応時間と,前･後･左･右ランダ

ムに,合計16回の選択反応時間を測定した｡尚,試技に際しては, Signalと同時に,両脚をすばや

く,測定板から次の方向づけされた測定板へ移動するよう指示した｡

<2>.実験対象者及び実験期間

学童期から青年期(6, 8, 10, 12, 14, 15, 16, 17, 19才)までの児童･生徒･学生を対象に,

各年令層20名,合計180名に対して,昭和54年5月から6月までの2カ月間にわたり,<1>で述べ

たような方法により測定した｡

(ニ).資料分析の方法

<1>.各年令別に,身長･体重及び単純･選択反応時間等の平均値並びに標準偏差の算出｡

<2>.身長･体重及び単純･選択反応時間等の年間発育･発達増加量の算出｡

<3>.身長･体重及び単純･選択反応時間等の平均値を各年令間で有意差検定｡

<4>.選択反応時間については, 4つの反応方向に対するそれぞれの平均値を,反応方向間で有

意差検定｡

く5>.身長･体重と単純･選択反応時間との相関を算出｡

III.結果及び考察

(-).身長と体重の発育について

図1は身長及び体重の年令別推移について,図2は両者の年間発育増加量をそれぞれグラフ化し

たものである｡図1からも明白なように,身長･体重は年令とともに増加し,両者がえがく発育曲

線は非常に類似している｡そして,図2にみられる年間発育増加量は,身長で12才,体重において

は14才でそれぞれピークに達するが,この時期は,ちょうど第2次発育急進期にあたる｡そして,

その後は緩やかな発育を示す｡次に,表1は各年令間で,身長及び体重の平均値の差を有意差検定

した結果である｡身長･体重ともに, 15才以降の年令間においては, 15才と19才の有意差検定を除
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表1身長及び体重の平均値に対する各年令間の有意差検定
<身　長>

言か 讐 6 オ 8 オ lo 牙 12 オ■ 14 オ 15オ 16 オ 17 オ 19 オ

6オ ※※ ※ ※ $ $ ※※ ※※ ※ ※ ※※ ※ ※

8オ ※※ m m ー※ ※
■

※※ ※※ ※ ※ ※※ ※ ※

lo牙 ※※ ※※
■､､､

I
※ ※ ※※ ※※ ※ ※ ※※ ※ ※

12オ ※※ ※※ $ ^ ､｢＼
※ ※ ※※ ※ ※ ※※ ※ ※

14オ ※※ ※※ ※※ ※ ※ ＼
none ※ ※※ ※※

15オ ※※ ※ ※ ※※ * & ※
＼

none none ※

16才 ※ ※ ※ ※ ※※ ※※ ※ ※ none
＼

none none

17才 ※ ※ ※ ※ ※※ ※※ ※※ none none
＼

none

19オ ※ ※ ※ ※ ※※ ※※ ※※ ※ none none
＼

※　5%　　※※ 1%レベルでの有意性

普,有意な差は認められなかったが,その他の年令間では全て　　196の危険率で有意差が認め

られた｡

(ニ).調整力の発達について

1). Whole Body Reaction Timeの年令別推移について

図3, 4は単純･選択反応時間の年令別推移をみたものであり,表2, 3は各年令間で,それらの

平均値の差を有意差検定した結果である｡図3, 4にみられるグラフはいずれも右下降伏で,これ

は年令とともに,神経一筋収縮系回路で要した時間と跳躍動作で要した時間を含む全動作完了所要
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時間が速くなることを示している｡即ち,反応時間と反応動作は,6才から14才にかけて急激に発

達し,15才では一旦停滞する傾向にあるが,16才まで発達しつづける｡そして,その後における発

達的変化は殆んど認められない｡ところで,15才時にみられるこのような特徴は,前述したように,

形態面の発育スパークが12才～14才時であるため,形態発育の促進化現象が何らかの形で機能の発

達に影響を及ぼしたことに起因するものと推察される｡次に,各年合間で単純･選択反応時間の平

均値を有意差検定した結果,両者ともに,16才から19才の間の比較を除き,各年令間で,刺激から

筋収縮(神経-筋収縮系回路)までの所要時間と全動作完了所要時間とに*>-/0-¥%の危険率で有

意差が認められた｡

表2単純反応時間の平均値に対する各年令間の有意差検定

-<刺激から筋収縮までの所要時間>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

芸濃 6 オ 8 オ lo 牙 12 オ 14 オ 15才 16 オ 17 オ 19オ

6オ ＼ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※

8才 X ^ ＼ none ※ ※※ ※※ ※※ * * ※※

lo牙 * * ■※※ ＼ none ※※ none ※※ ※※ ※※

12オ ※※ ※※ none ＼ none none ※※ ※※ ※※

14オ ※※ ※※ ※※ ※※ ■＼
none ※※ ※※ ※※

15オ * $ ※※ ※※ ※ ※ ＼ ※※ ※※ ※※

16オ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ＼
none none

17オ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ none
＼

none
19オ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ none none

＼

※　5%　　※※ 1%レベルでの有意差
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表3　選択反応時間の平均値に対する各年令間の有意性検定(全体)

一斗　<刺激から筋収縮までの所要時間>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

言か 竺 6 才 8 オ lo 牙 12オ 14 オ 15 才 16 オ 17 オ 19 オ

6才 ＼
※※ ^ ^ ※ ※ ※※ ^ i& ※ ※ ^ ^ ※※

8才 ※※
＼

栄 ※ ※ ※※ ※※ ※ ※ ※※ ^ ^

lo牙 ^ ^ ^ ※※
＼

none ※※ none ※ ※ ^ ^ ^ ^

12オ ※※ ※※ i% ^
＼

※ none ※ ※ ※※

14オ ※※ ※※ ※ ※ ※ ※
＼ ※※ none none none

15才 ※※ ※※ ※ ※ー none ※※ ＼ ※ ※ ※※ * *

16オ ※※ ※※ ^ ^ ※ 衰 ※■ ※※ ＼
none none

17才 ※※ ※※ ※ ※ ※ ※ ※※ ※※ none none

19オ * * ■※※ ※ ※ # # ※※ ※※ none none
＼

※　5%　　※米1%レベルでの有意性

2). Whole Body Reaction Timeの年間発達増加量について

図5, 6は単純反応時間並びに選択反応時間の年間発達増加量を示したものである｡両者がえが

(孟sec
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午

令

図6　選択反応時間の年間発達増加量

く曲線は非常に類似し,年間発達増加量は,第1次発育急進期と第2次発育急進期との谷間である

学童前期,即ち, 8才時において最も著しい｡そして,第2次発育急進期,即ち, 12才～14才時に

おける年間発達増加量は急激に下降し, 15才時に至ってはnegativeな発達増加量となる｡しかし,

16才時には再度,増加量は上昇する傾向にあるが,その後における発達的変化は認められない｡

以上, 1), 2)で述べたような結果から,調整力は形態面の発育が比較的緩やかな学童前期にお

いて著しく発達し,反対に,形態面の発育が顕著な第2次発育急進期における年間発達増加量は小

さいということが判る｡そして,かかる時期に,形態と機能のアンバランスな発達が促進されやす

いことから,調和的な成長を意図する体育では,このような時期に,いかなる内容のものを,どの

程度指導するか,十分吟味する必要があろう｡

ところで,調整力は,ピークとしての16才まで発達しつづげ, 6才時における単純･選択反応時

間がそれぞれ1.1秒4.2秒であったのに対比し, 16才時に至っては0.5秒-0.6秒と大巾な発達を示

す｡従って,調整力は16才を界にして,その発達を完了するものと推察されるが,この間題は,坐

身反応動作に必要にして最小限の時間的限界ということも十分に考えられるので断定は難かしい｡

3).神経一筋収縮系回路の調整と跳躍動作の調整間の特徴について

前掲図3, 4の全動作完了所要時間を神経一筋収縮系回路の調整で要した時間と跳躍動作の調整

で要した時間に区分し,両者の観点からWhole Body Reaction Timeを捉えた場合,単純反応テ
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ストにおける全動作完了所要時間内の両者の比率は, 16才以上の年令層においてば殆んど差が認め

られないのに対比し, 6才～15才の年令層における両者の比率は,跳躍動作の調整に要する時間に

比べ,神経-筋収縮系回路の調整に要する時間はながくなる｡このことは,刺激が発生し,その刺

激を大脳の知覚領で認知し,さらに運動領を経て筋肉を収縮させるまでの神経一筋収縮系回路の調

整が, 16才以上の年令層に比べ, 16才以下の年令層で劣るということを示唆している｡しかし,逮

択反応テストにおける両者の関係は,前方への反応を除き,全般的に,跳躍動作の調整に要した時

間に対比し,神経一筋収縮系回路の調整に要した時間は短かい｡このことは,選択して反応すると

いう,弁別のための意識集中に伴う跳躍動作調整の無意識化に起因するものと推察されるが,この

ような二つの結果から,神経一筋収縮系回路の調整や跳躍動作の調整は,運動課題(課題の意識化)

によって,両者の間には柔軟な関連が存在するものと推察される｡

4).反応方向別にみたWhole Body Reaction Timeの特徴について

前掲図4の選択反応のテスト結果を更に反応(跳躍)方向別に,神経一筋収縮系回路の調整に要

した時間と跳躍動作の調整に要した時間との関連で検討してみると,各年令層共通的に云えること

は,神経一筋収縮系回路の調整に要した時間は,左方向に対する反応で最も速く,右方,後方への

反応がそれにつづき,前方に対する反応が最も遅い｡表4の(1)-(9)は,選択反応時間のそれぞ

れの平均値を各跳躍方向間で有意差検定した結果である｡表からも明白なように,各年令層ともに,

前後方向間においては,神経一筋収縮系回路の調整で要した時間に有意差は認められないが,左右

方向の反応と前後方向の反応との間には, 5j･-l^の危険率で有意差が認められる｡また,左右

方向への反応における神経一筋収縮系回路の調整に要した時間は,衷7, 8の有意差検定の結果か

表4　各跳躍方向間における選択反応時間の平均値に対する有意差検定

(1) 6才く刺激から筋収縮までの所要時間>　　　(2) 8才<刺激から筋収縮までの所要時間>

∧
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

# iォrjn fa 節 後 左 右

前 ＼ none ※※ ※※
徳 none ＼ none none
左 none none ＼ ､ none
右 ※ none I none ＼

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

前 後 左 右

前 ＼ ＼none ※※ * &
後 none ＼ ※■※ $ $
左 ※♯ ※ ＼ none
右 ※ none none ＼

(3) 10才<刺激から筋収縮までの所要時間>　　　　(4) 12才<刺激から筋収縮までの所要時間>

<
仝
動
作
完
了
所
要
時
間
>

■ ■ 前 後 左 右

前 ＼ none ※※ ※※
徳 none

､＼ ＼ ー■
※ ※ ※ ※

左 none none
.＼ ゝ

none

右 none none none ＼

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

方向
方向 前 徳 左 右

前 ＼ ＼ none ※※ ※※

後 none
＼ ※※ ※※

左 none none none

右 none none none ＼
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(5) 14才く刺激から筋収縮までの所要時間>　　　(8) 15才<刺激から筋収縮までの所要時間>

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

# *irju an 前 徳 左 右

前 none ^ ^ ※ ※

徳 none ※ ※ ※ ※

左 none none none

右 none none none
二 二ゝ

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

方向
二方向 前 徳 左 右

前 none ※ ※ ※ ※

後 none X ^ ※ ※

左 none none ＼ none
右 none none none ＼ ､

V 16才<刺激から筋収縮までの所要時間>　　(8) 17才<刺激から筋収縮までの所要時間>

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

節 徳 左 右

前 none ※ ※ ^ $

ー後 none ＼ ■※※■ ^ ^
左 none none none
右 none none none

≡ ≡

19才く刺激から筋収縮までの所要時間>

諒 雫 前 徳 左 右
前 ＼ none ※※ ※※
徳 ※ ＼ ※※ ※
左 none none none
右 ※ none >% ^ ＼

<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

話 聖 前 後 左 右

前■ none ※ ※ ※ ※

徳 none ＼ 潔 none
左 none none ＼ none
右■ none none none ＼

※　5%, ※※ 1%レベルでの有意性

表5　選択反応(前方)時間に対する各年令間の有意差検定

-　く刺激から筋収縮までの所要時間>

■ ■ 6 才 8 才 lo 牙 ■12 オ 14 オ 15 オ 16 オ 17 才 19 才

6 オ ＼
none ※ ※ ※ ※ ※ ※ * ^ ※ ※ * * ※ ※

8 才 ※ ※ none ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

lo 牙 ※ ※ ※ ※ none ※ none ※ ※ ※ ※ ※ ※

チ2 オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none none ※ ※ ※ ※ ※■

14 オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
＼

栄 none n one ※

15 オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none ※
＼

※ ※ ※ ※ ※ ※

16 オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
＼

none n one

17 才 ■ ※ ※ ※ ※ ● ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none none

19 才 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ^ X ※ ※ ※ ※ none none
◆

※　5%　　瀬※ 1%レベルでの有意性
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表6　選択反応(後方)時間に対する各年令間の有意差検定
-　<刺激から筋収縮までの所要時間>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

# -̂ rj･ + 6 才 8 オ lo 牙 12 オ 14 オ 15 才 16 オ 17 才 19 オ

6オ ＼
none ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

8オ ※ ※ none none ※ ※ none ※ ※ ※ ※ ※ ※

10才 ※ ※ ※ ※
＼

none ※ none ※ ※ ※ ※ * *

12オ ※ ※ ※ ※ ※
＼

※ none ※ ※ ※ ※ ※ ※

14オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
＼

※ ※ none none ※

15才 ※ ※ * X ※ ※ none ※ ※
＼

※ ※ ※ ※ ※ ※

16オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none ※ ※ none none

17オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none

19オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ none none
＼ ⊥

※　5%　　※※ 1%レベルでの有意差

表7　選択反応(左方向)時間に対する各年令間の有意差検定

-　<刺激から筋収縮までの所要時間>

# ^ # * 6 才 8 才 lo牙 12オ 14オ 15才 16オ 17オ 19オ

6才 ＼ ※※ ※※ ※※ ※※ X * ※※ ※※ ※※

8才 ※※ ＼ ※ ※※ ※※ X X ※※ ※※ s s

lo牙 ※※ ※※ ＼
none ※※ none none none ※※

12オ ※※ ※※ ※※ ＼ ※ none none none none

14才 ※※ 戦※ ※※ ※※ ＼ none ※ none none

15才 ※※ ※※ ※※ none ※※ ＼ none none none

16才 ※※ ※※ ※※ ※※ none ※※ ＼ none ※

17オ ※※ ※※ ※※ ※※ 栄 * * none ＼ none

19才 ※※ ※※ ※※ ※※ ※※ ^ * ※ none
J

＼

米　5%　　米※ 1%レベルでの有意性

らも明らかなように, 6才･ 8才との比較を除き,各年合間に有意差は認められない｡しかしなが

ら,動作が完了するまでの全所要時間においては,年令が低いグループと高いグループとの間に,

596-196の危険率で有意差が認められる｡このことは,測定板から次の指示された測定板へ身体

をすばやく移動させるというテストの目的に合致した跳躍動作の調整は,年令が高いほど優れてい

るということを示唆している｡次に,前述したように,左右方向の反応に対する神経一筋収縮系回

路の調整に要した時間は,前後方向の反応に比して速いにも拘らず,全動作完了所要時間に至って

は,反応方向の違いに基づく差は認められない｡このことは,身体の移動に必要な跳躍動作の調整

は前後方向への反応でとりやすく,一方,神経一筋収縮系回路の調整は左右方向でとりやすいとい

うことを暗示している｡そして,これらの結果に対する原因の多くは,大脳を中心とした知覚領一運

動領回路の情報伝達の速さよりも,身体の重心や足底部の解剖学的問題等によるものと推察される｡
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表8　選択反応(右方向)時間に対する各年合間の有意差検定

-　<刺激から筋収縮までの所要時間>

1
　
<
全
動
作
完
了
所
要
時
間
>

･ <fr # <fr 6 才 8 オ lo 牙 12 オ 14 才 15 オ ■16 才 17 才 19 オ

6オ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

8才 K %. none ※ ※ ※ ※ ※ ※ none ※

lo牙 ^ ^ none none n one none none none none

12オ ※ ※ ※ ※ 栄 none none none none none

14オ ※ ※ * * * * ※ ※
＼

none none none none

15才 ※ ※ ※ ※ ※ ※ none ※ ※ none n one none

16オ ※ ※ ※ ※ * * ※ ※ ※ ※ ※
＼

none none

17才 衰 ※ ※ ※ /8¥ /Wv * * ※ ※ ※■ none none

19オ # # ※ ※ ※ ※ ※ ※ none ※ none n one
＼

※　5%　　祥※ 1%レベルでの有意差

(≡).身長及び体重と調整力との関連について

既に述べてきたように,身長･体重の第2次発育促進化現象は12才から14才であらわれるが,調

整力における発達の促進化現象は8才時を中心としてあらわれる｡ 8才前後の学童前期は,身長,

体重の年間発育増加量が緩やかな時期で,この時期において調整力の発達は著しい｡そして,反対

に,学童期後半以降の第2次発育急進期と前後して,調整力の年間発達増加量は下降し始めるとい

うことから,形態と機能(調整力)の発育･発達との間には反比例的な関係が存在するものと推察

される｡

次に,表9は身長･体重と反応時間との相関を年令別にみたものである｡ 16才時において,身長

と選択反応時間との間にr-0.53;19才時において,身長･体重と単純反応時間との間にr-0.42

と,かなり高い相関が認められたが,全般的にみて,両者の間に一貫した関係をみいだすことはで

きなかった｡従って,以上の結果から,形態と調整力との間には相関がないと判断されるが,対象

者が1グループ, 20名と少数なので,この間題に関しては,追試的研究が必要であろう｡

表9　年令別にみた身長,体重と反応時間との相関

相関 項 目 年 令 6 オ 8 オ 10 オ 12 才 14 オ 1 5 才 16 才 17 才 19 才

身 長 ‥単 純 反 応 0 .12 0 .07 0 .0 1 - 0 .0 5 0 .0 5 0 .0 6 - 0 .24 - 0 .16 0 .4 2

体 重 ‥単 純 反 応 ー0 .12 - 0 .19 - 0 .12 0 .00 0 .0 9 0 .23 -0 .17 - 0 .0 3 0 .4 2

身長 : 選 択 反 応 0 .2 1 - 0 .54 0 .29 - 0 .24 - 0 .2 2 - 0 .12 0 .53 - 0 .0 4 0 .2 2

体重 ‥選 択 反 応 0 .0 5 - 0 .61 - 0 .08 - 0 .24 - 0 .24 ー0 .2 1 - 0 .10 - 0 .15 0 .0 0

要　　　　　約

調整力に関する発達的特徴を光刺激に対する全身的反応という立場から検討を加えてきたが,総
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合的に,調整力は年令とともに発達し,我々が対象とした年令層では16才でピークに達し,その後
I

における発達的変化は殆んど認められない｡そして,調整力の年間発達増加量は,第1次発育急進

期と第2次発育急進期との谷間,即ち,形態面の発育が比較的緩やかな学童前期において著しく,

反対に,形態面の発育が顕著な第2次発育急進期における年間発達増加量は小さい｡このような発

達的特徴の中で,全動作完了所要時間を神経一筋収縮系回路の調整で要した時間と跳躍動作の調整

で要した時間とに区分して検討した場合,単純反応テストにおいては前者が,選択反応テストにお

いては後者が, 16才以上の年令層に対比し,それ以前の年令層で劣る｡また,反応方向別に,神経

一筋収縮系回路の調整で要した時間と跳躍動作の調整で要した時間との関係についてみると,前者

に対しては,前後方向への反応に比べ,左右方向への反応において速く,後者においては,逆に前

後方向への反応において速い｡このことは,神経一筋収縮系回路の調整は左右方向の反応でとりや

すく,跳躍動作の調整は前後方向の反応でとりやすいということを示唆している｡次に,身長･体

重と調整力との関係について分析したが,両者の間には一貫した関係をみいだすことはできなかっ

た｡
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